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欠席者： 

伊藤麻美委員（日本電鍍工業（株）代表取締役） 

柏木孝夫委員（東京工業大学特命教授） 

橘川武郎委員（東京理科大学イノベーション研究科教授） 

 増田寛也委員（野村総合研究所顧問、東京大学公共政策大学院客員教授） 

安井 至委員（(独)製品評価技術基盤機構名誉顧問） 
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長期エネルギー需給見通し小委員会（第９回会合） 議事概要 

 

 

 

１．冒頭、発電コスト検証ワーキンググループについて、山地委員（同ＷＧ

座長）から報告。 

 

２．長期エネルギー需給見通し（たたき台）について、事務局より説明。 

 ＜委員からの主な御意見＞ 

○ 原発や再エネの比率に関しては、原発依存度を可能な限り低減すると

いう方針に十分に応えていないのではないか。 

○ 再エネを増やして、原発を減らすことを実現するのであれば、それを

可能とする案とコストの定量的な分析などを提示すべき。 

○ エネルギー安全保障については、自給率の向上の他にエネルギー源の

多様化・分散や燃料の依存先の分散などの視点も記載すべき。 

○ 電力コストを更に低減していくという視点を加えるべき。 

○ 原子力事業者による自主的な安全対策の探求や国民に対する原子力安全

のリスクコミュニケーションの視点も重要。 

○ 買取費用の低減につながる発電設備コストの低減、2020 年以降現実的な

ものとなり得る市場ベースでの導入、系統対策といった施策を積極的に

とることにより、示されている導入量は上限ではなく、越えていくとい

う積極的意志を示すべき。 

○ 中長期的な系統対策を計画的に進めるということを位置付けるべき。 

○ 再エネ内のベストミックスを実現するという政策の方向性に基づいた

制度見直しを考えるべき。 

○ 徹底的な省エネに向けた国民運動の推進について、身近なところから

でも、消費者でもできることを具体的に書いて欲しい。 

○ 熱利用や、輸送にコストがかかるバイオマスなどは地産地消がよい。 

 

 長期エネルギー需給見通し（たたき台）については、委員からの指摘

を踏まえて引き続き議論することとなった。 

 

（以上） 


